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国会議員等の選挙における選挙長等の報酬および費用弁償支給規則の一部を改正する規則を公布する。 

 令和７年７月１日 

     福井県知事 杉本 達治 

福井県規則第４４号 

   国会議員等の選挙における選挙長等の報酬および費用弁償支給規則の一部を改正する規則 

国会議員等の選挙における選挙長等の報酬および費用弁償支給規則（昭和４６年福井県規則第３２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の国会議員等の選挙における選挙長等の報酬および費用弁償支給規則の規定は、この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後にその期日を公示さ

れまたは告示される国会議員等（衆議院議員および参議院議員ならびに福井県知事および福井県議会議員をいう。以下同じ。）の選挙について適用し、施行日の前

日までにその期日を公示されまたは告示された国会議員等の選挙については、なお従前の例による。 

改正後 改正前 

（報酬） 

第２条 選挙長等の報酬は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 選挙長（衆議院比例代表選出議員または参議院比例代表選出議員の選挙

にあっては、選挙分会長） １日につき １万２，２００円 

⑵ 選挙立会人 １日につき １万１００円 

 

（費用弁償） 

第３条 選挙長等が職務のため旅行するときの費用は、鉄道賃、船賃、車賃、

宿泊費および宿泊手当とし、その額および支給方法は、選挙長および選挙分

会長にあっては、福井県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２９年福

井県条例第２４号）第３条第１項第１号の行政職給料表の９級の職務にある

一般職員の例によるものとし、選挙立会人にあっては同号の行政職給料表の

８級の職務にある一般職員の例によるものとする。 

 

（報酬） 

第２条 選挙長等の報酬は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 選挙長（衆議院比例代表選出議員または参議院比例代表選出議員の選挙

にあっては、選挙分会長） １日につき １万８００円 

⑵ 選挙立会人 １日につき ８，９００円 

 

（費用弁償） 

第３条 選挙長等が職務のため旅行するときの費用は、鉄道賃、船賃、車賃、

日当および宿泊料とし、その額および支給方法は、選挙長および選挙分会長

にあっては、福井県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２９年福井県

条例第２４号）第３条第１項第１号の行政職給料表の９級の職務にある一般

職員の例によるものとし、選挙立会人にあっては同号の行政職給料表の８級

の職務にある一般職員の例によるものとする。 
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　福井県六呂師高原キャンプ場の設置および管理に関する条例の施行期日を定める規則を
公布する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
福井県規則第４５号
　　　福井県六呂師高原キャンプ場の設置および管理に関する条例の施行期日を定める規
　　　則
　福井県六呂師高原キャンプ場の設置および管理に関する条例（令和６年福井県条例第４
０号）の施行期日は、令和７年７月１９日とする。

福井県告示第３１９号

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条第１項の規
定による産業廃棄物処理施設設置許可申請があったので、同法第１５条第４項の規定によ
り、次のとおり告示するとともに、当該申請書および周辺地域の生活環境に及ぼす影響に
ついての調査結果を記載した書類を縦覧に供する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　申請者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては、その代表者の氏名
　⑴　名称　株式会社武生環境保全
　⑵　住所　越前市家久町第２号４５番地の１
　⑶　代表者の氏名　代表取締役　谷﨑　晃
２　施設の名称
　　株式会社武生環境保全が設置する産業廃棄物の焼却施設
３　産業廃棄物処理施設の設置の場所
　　越前市北府１丁目１０１字北向地１７番
４　産業廃棄物処理施設の種類
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第７条第３
　号に定める汚泥の焼却施設、同条第５号に定める廃油の焼却施設、同条第８号に定める
　廃プラスチック類の焼却施設、同条第１３号の２に定める産業廃棄物の焼却施設
５　産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類
　⑴　産業廃棄物
　　　燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊
　　維くず、動植物性残さ、ゴムくず、金属くず、「ガラスくず、コンクリートくず（工
　　作物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶磁器くず」

　⑵　特別管理産業廃棄物
　　廃油（揮発油類、灯油類及び軽油類に限り、特定有害産業廃棄物であるものを除く。
　）および感染性産業廃棄物
６　申請年月日
　　令和７年５月９日
７　縦覧場所
　⑴　福井市大手３丁目１７－１
　　　福井県エネルギー環境部循環社会推進課
　⑵　鯖江市水落町１丁目２－２５
　　　福井県丹南健康福祉センター
　　　環境衛生部環境廃棄物対策課
　⑶　越前市府中１丁目１３－７
　　　越前市環境農林部環境政策課
８　縦覧期間
　　令和７年７月１日（火）から令和７年７月３１日（木）までの午前８時３０分から午
　後５時１５分まで（福井県の休日を定める条例（平成元年福井県条例第２号）第１条に
　規定する休日を除く。）
９　意見書の提出
　　当該産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する者は、福井県知事に生活環境
　の保全上の見地からの意見書を提出することができる。
　⑴　意見書の提出期間
　　　令和７年７月１日（火）から令和７年８月１４日（木）まで
　⑵　意見書の提出先
　　　郵便番号９１６－００２２
　　　鯖江市水落町１丁目２－２５
　　　福井県丹南健康福祉センター
　　　環境衛生部環境廃棄物対策課
　⑶　意見を提出できる者
　　　当該産業廃棄物処理施設設置に関し利害関係を有する者（周辺に居住する者、施設
　　設置予定地の周辺で事業を営んでいる者等）
　⑷　記載事項
　　　意見書には、意見書を提出する者の氏名、住所および施設の名称ならびに生活環境
　　の保全上の見地からの意見を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県告示第３２０号

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２の規定により指定介護機関を指
定したので、同法第５５条の３の規定により、次のとおり告示する。

令和７年7月1日(火）　　福 井 県 報 第 356 号 

告　　　　　示

3



指定介護機関番号

1841740572 （介護予防）居宅療養管理指導 リフレ調剤薬局
福井県坂井市春江町東太郎丸２３
－１－８

株式会社リフレ
代表取締役　久保　茂美

令和7年4月1日

サービスの種類 介護機関名称 介護機関住所 申請（開設）者 指定年月日

　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福井県告示第３２１号

　救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１条第１項の規定に基づき、
消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２条第９項の救急業務に係る医療機関を認定した
ので、同令第２条第１項の規定により、次のとおり告示する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　区分　救急病院
２　名称　医療法人林病院
３　所在地　福井県越前市府中１丁目３番５号
４　認定の有効期間
　　自　令和７年７月１日
　　至　令和１０年６月３０日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県告示第３２２号

　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により、保安
林の指定を解除する予定である旨の通知があったので、同法第３０条の規定により、次の
とおり告示する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　解除予定保安林の所在場所
　　今立郡池田町千代谷７７字荒谷山倉ケ谷１８－４、１９－４、下荒谷５８字万蔵谷１
　－２（以上３筆について次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　　雪崩の危険の防止
３　解除の理由
　　道路用地とするため。
　　（「次の図」は、省略し、その図面を福井県庁および池田町役場に備え置いて縦覧に
　供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県告示第３２３号
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　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により、保安
林の指定を解除する予定である旨の通知があったので、同法第３０条の規定により、次の
とおり告示する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　解除予定保安林の所在場所
　　今立郡池田町千代谷７４字吹ケ谷１－２、１６－２、１６－３（以上３筆について次
　の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　　土砂の流出の防備
３　解除の理由
　　道路用地とするため。
　　（「次の図」は、省略し、その図面を福井県庁および池田町役場に備え置いて縦覧に
　供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県告示第３２４号

　農林水産大臣から、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により、保安
林の指定を解除する予定である旨の通知があったので、同法第３０条の規定により、次の
とおり告示する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　解除予定保安林の所在場所
　　今立郡池田町金見谷５５字大谷２５－７、２５－１３
２　保安林として指定された目的
　　水源の涵養
３　解除の理由
　　道路用地とするため。
　　（「次の図」は、省略し、その図面を福井県庁および池田町役場に備え置いて縦覧に
　供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

福井県告示第３２５号

　一般県道南横地芦原線の下記区間において、道路改良工事に伴い、道路の区域を変更し
たので、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、次のとおり
公示する。
　なお、これを表示した図面は、福井県庁および三国土木事務所において、令和７年７月
１日から２０日間一般の縦覧に供する。
　　令和７年７月１日

　　　　　　福井県知事　杉本　達治

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福井県告示第３２６号

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号に規定する道路の位置
を指定したので、建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１０条の規定に
より、次のとおり公告する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県丹南土木事務所長　笹木　俊和
１　申請者の住所ならびに名称および代表者の氏名
　　福井市大町第１０号２番地２－１Ｆ－東
　　株式会社ＥＳＴＡＴＥ　ＩＴＳＵＫＩ
　　代表取締役　縫田　隆
２　道路位置の指定表

　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第１８条の８第２項の
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新
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区　間
幅員

（単位 :  
ﾒｰﾄﾙ）

延長
（単位 :  
ﾒｰﾄﾙ）

新
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南
横
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原
線

一
般
国
道

坂井市丸岡町北横地７
字南中尾長１３番４か
ら
坂井市丸岡町北横地１
７字南五反田１２番４
まで
坂井市丸岡町北横地７
字南中尾長１３番４か
ら
坂井市丸岡町北横地１
７字南五反田１２番２
まで

9.6
～
11.1

6.9
～
7.3

496.9

496.9

道路の指定を受けた位置
幅　員

（単位:ﾒｰﾄﾙ）

６．００ ５５．００

延　長
（単位:ﾒｰﾄﾙ）

鯖江市水落町７字歩代田
５番４



規定に基づき、令和７年福井県保育士試験（後期）を実施するので、児童福祉法施行細則
（昭和２３年福井県規則第２６号）第１９条の規定により次のとおり公告する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事  杉本　達治
　福井県は、法第１８条の９の規定に基づき指定試験機関として一般社団法人全国保育士
養成協議会を指定し、試験実施予定日時、場所その他必要な事項の広報、試験に対する受
験者等からの問合せ対応、受験資格の認定、受験申込書の受付、確認、受験票の送付、試
験問題の作成・保管・管理、試験の実施、答案の採点、合否の決定、合否の通知、受験の
停止および合格の無効の決定、その他試験実施に関する必要な事務を委託して試験を実施
する。
１　試験の日時
　　筆記試験　令和７年１０月１８日（土）・１０月１９日（日）
　　実技試験　令和７年１２月７日（日）
２　試験の科目
　⑴　筆記試験　
　　　保育の心理学・保育原理・子ども家庭福祉・社会福祉・教育原理・社会的養護・子
　　どもの保健・子どもの食と栄養・保育実習理論
　⑵　実技試験　
　　　音楽に関する技術・造形に関する技術・言語に関する技術（２分野選択）
３　受験資格
　　次のいずれかに該当する者
　⑴　学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学に２年以上在学（短期大学は卒
　　業）して６２単位以上修得した者または高等専門学校を卒業した者
　⑵　学校教育法による大学に１年以上在学している者であって、年度中に６２単位以上
　　修得することが見込まれる者であると当該学校の長が認めた者
　⑶　学校教育法による高等専門学校および短期大学の最終学年に在学している者であっ
　　て、年度中に卒業することが見込まれる者であると当該学校の長が認めた者
　⑷　学校教育法による高等学校の専攻科（修業年限２年以上のものに限る。）もしくは
　　特別支援学校の専攻科（修業年限２年以上のものに限る。）を卒業した者または当該
　　専攻科の最終学年に在学している者であって、年度中に卒業することが見込まれる者
　　であると当該学校の長が認めた者
　⑸　学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限２年以上のものに限る。）もしく
　　は各種学校（同法第９０条に規定する者を入学資格とするものであって、修業年限２
　　年以上のものに限る。）を卒業した者または当該専修学校の専門課程もしくは当該各
　　種学校の最終学年に在学している者であって、年度中に卒業することが見込まれる者
　　であると当該学校の長が認めた者（ただし、平成３年３月３１日以前の高等学校卒業
　　者はこの限りでない。）

　⑹ 　外国において、学校教育における１４年以上の課程を修了した者
　⑺　学校教育法による高等学校を卒業した者もしくは中等教育学校を卒業した者もしく
　　は通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこ
　　れに相当する学校教育を修了した者を含む。）または文部科学大臣において、これと
　　同等以上の資格を有すると認定した者であって、以下に掲げる施設において、２年以
　　上の勤務で、総勤務時間数が２，８８０時間以上、児童の保護に従事した者
　　ア　児童福祉施設
　　イ　認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関
　　　する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園）
　　ウ　幼稚園（学校教育法第１条に規定する幼稚園（特別支援学校幼稚部を含む。））
　　エ　家庭的保育事業（法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業）
　　オ　小規模保育事業（法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業）
　　カ　居宅訪問型保育事業（法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業）
　　キ　事業所内保育事業（法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業）
　　ク　放課後児童健全育成事業（法第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事
　　　業）
　　ケ　一時預かり事業（法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業）
　　コ　離島その他の地域において特例保育（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第
　　　６５号）第３０条第１項第４号に規定する特例保育）を実施する施設
　　サ　小規模住居型児童養育事業（法第６条の３第８項に規定する小規模住居型児童養
　　　育事業）
　　シ　障害児通所支援事業（法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援事業（
　　　保育所訪問支援事業を除く。））
　　ス　一時保護施設（法第１２条の４に規定する一時保護施設）
　　セ　１８歳未満の者が半数以上入所する次に掲げる施設等
　　　ア　障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法
　　　　律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設）
　　　イ　指定障害福祉サービス事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
　　　　するための法律に規定する指定障害福祉サービス事業所（生活介護、自立訓練、
　　　就労移行支援または就労継続支援を行うものに限る。））
　　ソ　法第６条の３第９項から第１２項までに規定する業務または法第３９条第１項に
　　　規定する業務を目的とする施設であって法第３４条の１５第２項もしくは法第３５
　　　条第４項の認可または認定こども園法第１７条第１項の認可を受けていないもの（
　　　認可外保育施設）のうち、次に掲げるもの
　　　ア　法第５９条の２の規定により届出をした施設
　　　イ　アに掲げるもののほか、都道府県知事が事業等の届出をするものと定めた施設
　　　　であって、当該届出をした施設
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　　　ウ　児童福祉法施行規則第４９条の２第３号に規定する幼稚園併設型認可外保育施
　　　　設
　　　エ　国、都道府県または市町村が設置する法第６条の３第９項から第１２項までに
　　　　規定する業務または法第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設
　⑻　上記⑺に掲げる施設等において５年以上かつ７，２００時間以上児童等の保護また
　　は援護に従事した者
　⑼　平成３年３月３１日までに学校教育法による高等学校を卒業した者（旧中学校令に
　　よる中学校を卒業した者を含む。）もしくは通常の課程による１２年の学校教育を修
　　了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む
　　。）または文部科学大臣においてこれと同等以上の資格を有すると認定した者
　⑽　平成８年３月３１日までに学校教育法による高等学校の保育科を卒業した者
　　ア　上記⑺イ～ソに掲げる施設等において２年以上かつ２，８８０時間以上児童等の
　　　保護または援護に従事した者であって、学校教育法による高等学校を卒業した者も
　　　しくは通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程に
　　　よりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）または文部科学大臣において
　　　これと同等以上の資格を有すると認定した者
　　イ　上記⑺イ～ソに掲げる施設等において５年以上かつ７，２００時間以上児童等の
　　　保護または援護に従事した者
　　ウ　上記⑴～⑹に準ずる者
４　受験手続
　⑴　受験申請書の配布
　　ア　配布期間
　　　　令和７年７月３日（木）から
　　イ　請求先
　　　　一般社団法人全国保育士養成協議会　保育士試験事務センター　
　⑵　受験の申請に必要な書類
　　ア　保育士試験受験申請書
　　イ　受験資格を証明する書類
　　ウ　一部科目合格を証明する書類
　　エ　一部科目免除を証明する書類（５⑵に該当するものは、５⑵に掲げる実務経験を
　　　有することを証する書類）
　　オ　改姓を証明する書類（戸籍の一部記載事項証明書または戸籍抄本等旧・現姓の両
　　　方が記載されている公的書類）
　　カ　郵便振替払込受付証明書（受験申請書に貼付）
　　キ　写真１枚（受験申請日前６か月以内に撮影した上半身、脱帽、無背景の写真を受
　　　験申請書に貼付）
　⑶　受付期間

　　　令和７年７月４日（金）から令和７年７月２４日（木）
　⑷　提出方法
　　　簡易書留郵便に限る。
　⑸　提出先
　　　一般社団法人全国保育士養成協議会　保育士試験事務センター　
　⑹ 　受験手数料
　　　１２，７００円
　　　幼稚園教諭免許所有者において、筆記試験科目が全て免除となる場合
　　　２，４００円
　　　郵便振替払込取扱票により郵便局にて納付する。
　⑺　オンライン受験申請
　　　オンライン受験申請方法については、一般社団法人全国保育士養成協議会　保育士
　　試験事務センターホームページを参照。
５　試験科目の一部免除
　⑴　過去２年において、保育士試験の一部科目に合格している者は該当科目を免除
　⑵　令和４年の試験において合格した科目のある者であって、令和４年度から令和６年
　　度末までに３⑺に掲げる施設において「１年以上かつ１，４４０時間以上」の実務経
　　験を有する者については２年間、令和３年の試験において合格した科目のある者であ
　　って、令和３年度から令和６年度末までに次に掲げる施設において「２年以上かつ２
　　，８８０時間以上」の実務経験を有する者については３年間、通常、過去２年の免除
　　期間に加えて免除
　⑶　厚生労働大臣が指定する学校において指定科目を全て専修した者は該当科目を免除
　⑷　幼稚園教諭免許状所有者は保育の心理学・教育原理・実技試験を免除
　⑸　幼稚園教諭免許状所有者で筆記試験全科目合格者は実技試験を免除
　⑹　幼稚園教諭免許状所有者における保育士資格特例による受験者は保育の心理学・教
　　育原理・保育実習理論・実技試験を免除
６　試験に関する問合せ先
　　〒１７１－８５３６
　　東京都豊島区高田３－１９－１０
　　一般社団法人全国保育士養成協議会
　　保育士試験事務センター
　　電話　０１２０－４１９４－８２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の規定により通知する次の者については
、その所在が不分明なので、同法第１８９条の規定により、次のとおり公告する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
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１　所在の不分明な者の氏名
　　宮下与三松
２　通知の要旨
　⑴　農林水産大臣から、保安林を指定する、旨の通知があったこと。
　⑵　指定に係る保安林の所在場所については、令和７年５月９日農林水産省告示第６９
　　４号による。
３　掲示場所
　　福井県庁および南越前町役場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日野川用水土地改良区から、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１８
項の規定により、次の者が令和７年５月３１日に役員を退任した旨の届出があったので、
同条第１９項の規定により公告する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
役員名　氏　　　名　　住　　　所
理　事　澤﨑　輝男　南越前町関ケ鼻13-12-1
　〃　　嶋﨑　政信　南越前町阿久和61-40
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号。以下「法」という。）第３０条第１項
の規定に基づき、職業訓練指導員試験（以下「試験」という。）を実施するので、職業能
力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号。以下「規則」という。）第４５条
第２項の規定により、次のとおり公示する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県知事　杉本　達治
１　試験を実施する職種
　　全職種（実技試験および学科試験のうち関連学科が免除される者を対象に学科試験の
　うち指導方法のみを実施）
２　試験の科目

３　受験資格
　⑴　次のいずれかに該当する者は、試験を受けることができる。
　　ア　法第４４条第１項の規定による技能検定に合格した者
　　イ　規則第４５条の２第２項および第３項に規定する者
　⑵　⑴に掲げる者であっても、次のいずれかに該当する者は、試験を受けることができ
　　ない。

　　ア　拘禁刑（※）以上の刑に処せられた者
　　　　※刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）第２条の規定による改
　　　正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下「旧刑法」という。）第１２条に規定
　　　する懲役及び旧刑法第１３条に規定する禁錮を含む。
　　イ　職業訓練指導員免許の取消しを受け、その日から２年を経過しない者
４　試験の免除
　　試験の受験資格を有する者のうち、次に該当する者については、試験の免除を受ける
　ことができる。
　ア　規則第４６条に該当する者
　イ　規則別表１１の３に該当する者
５　試験の日時
　　令和７年９月５日（金）午前１０時から
６　試験の実施場所
　　福井市林藤島町２０－１－３
　　福井産業技術専門学院
７　受験手続
　⑴　受験の申請に必要な書類
　　ア　受験申請書・写真票・受験票・履歴書（１枚綴りの所定様式）
　　イ　受験資格および免除資格を証明する書類
　　ウ　住民票（本籍地の記載のあるもの）
　⑵　受験手数料
　　　３，１００円
　⑶　書類の提出先
　　　〒９１０－８５８０
　　　福井市大手３丁目１７番１号
　　　福井県産業労働部労働政策課
　⑷　受付期間
　　　令和７年７月１６日（水）から同年８月１日（金）まで
　　　郵便による場合は、令和７年８月１日（金）必着のこと。
　⑸　受験票の送付
　　　申請書を受理した後、受験票を送付するので、大切に保管し試験当日必ず持参する
　　こと。
８　合格発表
　　令和７年１０月２日（木）
　　合格者の受験番号を福井県庁１階掲示板に掲示するほか、合格者には合格通知を送付
　する。
９　その他
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免許職種

全職種

学科試験の科目
指導方法（職業訓練原理、教科指導法、訓練生の心理、生活指
導および職業訓練関係法規）



　⑴　受験者は、試験当日受験票および筆記用具を持参すること。
　⑵　受験申請書・写真票・受験票・履歴書は、福井県産業労働部労働政策課に据え置く
　　ので、郵送を希望する場合には、１４０円切手を貼った宛先明記の角形２号（Ａ４大
　　）の返信用封筒を同封して労働政策課まで申込むこと。
　⑶　受験手続その他試験に関する問合せは、福井県産業労働部労働政策課（電話　０７
　　７６－２０－０３８８）に行うこと。

福井県教育委員会告示第３号

　令和７年度福井県立高等学校後期編入学者選抜実施要項（定時制の課程および通信制の
課程）を次のように定める。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県教育委員会　
　令和７年度の福井県立高等学校（以下「県立高校」という。）の定時制の課程および通
信制の課程の後期編入学者の選抜は、この要項の定めるところにより実施する。
第１　募集
１　募集する学校・学科
　　下記の学校・学科において、欠員数等に応じて募集する。

２　応募資格
　　後期編入学を志願できる者は、次のいずれかに該当する者とする。
　ア　高等学校またはこれに準ずる学校に在籍したことがある者
　イ　高等学校に準ずる学校に在籍している者
　ウ　学校教育法施行規則第９５条第１号または第２号に該当する者で、令和７年４月以
　　降に帰国または入国した者
第２　受験に関する事前説明
　⑴　編入学を志願する者（以下「志願者」という。）および保護者は、令和７年８月４

　　日（月）から８月８日（金）までの間および８月１８日（月）から８月２２日（金）
　　までの間に、志願先の県立高校において、出願や編入学後の教科・科目の履修等につ
　　いて、事前に説明を受けること。ただし、志願者が成人の場合、父母等の同伴は不要
　　とする。
　⑵　事前説明に当たっては、志願者は、過去に在籍していた学校または現在在籍してい
　　る高等学校に準ずる学校（以下「前籍校」という。）において作成した「学籍および
　　単位修得証明書（様式編入第２号）」および「在籍した学年の３（４）カ年間の教育
　　課程表」を、志願先の県立高校に持参する。
　　　ただし、応募資格のウに該当する者は、前籍校における成績を証明する書類（日本
　　語または英語で作成）をもって「学籍および単位修得証明書」に代えることができる
　　。
　⑶　志願先の県立高校の校長（以下「県立高校長」という。）は、志願者が持参する「
　　学籍および単位修得証明書」をもとに、応募資格を確認し、編入学後の学校生活等に
　　ついて相談に応じるものとする。
第３　出願
１　出願期間
　⑴　出願の受付期間は、令和７年８月２８日（木）および８月２９日（金）の両日とす
　　る。
　⑵　受付時間は、８月２８日（木）は午前９時から午後４時までとし、８月２９日（金
　　）は午前９時から正午までとする。
　⑶　郵送により出願する場合は、書留郵便によることとし、出願受付期間内（ただし、
　　８月２９日（金）は正午までとする。）に到着したものに限り、受け付ける。この場
　　合においては、受験票返送用として、宛て先を記入し書留郵便に必要な切手を貼った
　　封筒を同封すること。
２　出願手続等
　⑴　出願は、一人１校１課程１学科に限る。　
　⑵　志願者は、出願期間中に、次の書類を志願先の県立高校長に提出すること。
　　ア　福井県立高等学校編入学願書および受験票（様式編入第１号）
　　イ　単位修得および成績証明書（様式編入第３－１号または様式編入第３－２号）
　　　　ただし、イについては、前籍校において厳封されたものであること。
　⑶　志願者は、入学審査料として１，５００円を、クレジットカード決済、コンビニ決
　　済、ネットバンク決済またはＡＴＭ決済のいずれかの方法で、手数料納付システムに
　　て納付すること。また、納付申込完了後に表示される１２桁の申込番号を編入学願書
　　に記載すること。
　⑷　志願先の県立高校長は、編入学願書等の提出を受けた場合において、適正であると
　　認めたときは、これを受理し、受験番号を付した上で、志願者に受験票を交付する。
　⑸　志願先の県立高校長は、編入学願書の受付期間中の両日、その日の受付終了後速や
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教育委員会告示

9

学校名
丸岡
大野
武生
敦賀
若狭

道守

普通（昼間）
普通（昼間）
普通（昼間）
普通（昼間）
普通（昼間）
普通（午前）
普通（午後）
普通（夜間）

普通道守
学科名 学校名

通信制の課程定時制の課程
学科名



　　かに、出願者数を福井県教育委員会に報告するとともに、校内に掲示する。
　　  なお、電話等による出願者数の照会には、応じないものとする。
第４　学力検査等
　１　学力検査等の実施
　　⑴　編入学者選抜の資料とするため、学力検査等を実施する。
　　⑵　学力検査等は、令和７年９月４日（木）に、編入学願書を提出した県立高校にお
　　　いて実施する。
　　⑶　定時制の課程においては、国語・英語・数学の３教科の学力検査および面接を実
　　　施し、通信制の課程においては、面接のみ実施する。
２　編入学者の選抜
　　志願先の県立高校長は、提出書類および学力検査等の結果を資料として、編入学者を
　選抜する。
３　合格者の発表
　　志願先の県立高校長は、令和７年９月８日（月）の午後２時以降に、合格者の受験番
　号を各県立高校のホームページに掲載する。その後、合格者に通知するものとする。
　　また、合格者の決定後速やかに、合格者数を福井県教育委員会に報告するものとする
　。
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　地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第２２条第３項の規定に基づき
、令和６年度決算の要旨を公告する。
　　令和７年７月１日
　　　　　　福井県市町村職員共済組合
　　　　　　　理事長  西行　茂
１　組合に属する地方公共団体の数は、市町１７団体、一部事務組合等２３団体の計４０
　団体である。
２　組合員数、標準報酬の月額および被扶養者数は次のとおりである。

３　組合職員の数は、次のとおりである。

４　各経理単位別収支状況および資産の状況は、次のとおりである。
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保　健 宿　泊 貯　金 貸　付

（単位：千円）

短　期
厚生年
金保険

退職等
年　金

経過的
長　期

退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理

5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

業　務

負 担 金 ・ 掛 金

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

他 経 理 よ り 繰 入 金

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

前年度繰越支払準備金

そ の 他 の 収 入

計

給 付 金

事 業 費

役 職 員 給 与

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

高 齢 者 支 援 金 等

介 護 納 付 金

他 経 理 へ 繰 入 金

次年度繰越支払準備金

そ の 他 の 支 出

計

保　健 宿　泊 貯　金 貸　付

（単位：千円）

短　期
厚生年
金保険

退職等
年　金

経過的
長　期

退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理

5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

業　務

負 担 金 ・ 掛 金

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

他 経 理 よ り 繰 入 金

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

前年度繰越支払準備金

そ の 他 の 収 入

計

給 付 金

事 業 費

役 職 員 給 与

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

高 齢 者 支 援 金 等

介 護 納 付 金

他 経 理 へ 繰 入 金

次年度繰越支払準備金

そ の 他 の 支 出

計

損
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
益

収
　
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
　
出

継続長期 任意継続 計

（単位：人、千円）
一般

（うち特別職）
短期 市町村長 特定消防 長期

後期高齢者等
短期

14,275

3,718,184

4,456,568

359,940円

312,216円

7,768

0.54

216

-

46,518

-

215,361円

95

0.44

1
［1］
470

［470］

-

470,000円
［470,000］

-

-

-

63

-

9,880

-

156,825円

-

-

7

2,450

3,450

350,000円

492,857円

-

-

1,128

427,020

427,020

378,564円

378,564円

1,529

1.36

17

11,050

14,680

650,000円

863,529円

20

1.18

3,666

-

608,256

-

165,918円

495

0.14

9,177
（40）

3,277,194
（24,950）
3,346,764
（27,450）
357,110円
（623,750）
364,690円
（686,250）

5,629

0.61

長 期

短 期

長 期

短 期

標準報酬の月額

組 合 員
１ 人 当 た り
標準報酬の月額

被 扶 養 者 数

組 合 員
１ 人 当 た り
被 扶 養 者 数

組 合 員 数

（単位：人）

人　　　　　員

業　務 保　健 宿　泊 貯　金 貸　付 計

19132112

福井県市町村職員共済組合公告



16 令和７年7月1日(火）　　福 井 県 報 第 356 号

保　健 宿　泊 貯　金 貸　付短　期
厚生年
金保険

退職等
年　金

経過的
長　期

退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理

5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

業　務

負 担 金 ・ 掛 金

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

他 経 理 よ り 繰 入 金

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

前年度繰越支払準備金

そ の 他 の 収 入

計

給 付 金

事 業 費

役 職 員 給 与

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

高 齢 者 支 援 金 等

介 護 納 付 金

他 経 理 へ 繰 入 金

次年度繰越支払準備金

そ の 他 の 支 出

計

差  引  当  期  利  益  金

損
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
益

収
　
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
　
出
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5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

負 担 金 ・ 掛 金

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

他 経 理 よ り 繰 入 金

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

前年度繰越支払準備金

そ の 他 の 収 入

計

給 付 金

事 業 費

役 職 員 給 与

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

高 齢 者 支 援 金 等

介 護 納 付 金

他 経 理 へ 繰 入 金

次年度繰越支払準備金

そ の 他 の 支 出

計

流 動 資 産

固 定 資 産

繰 延 資 産

計

流 動 負 債

固 定 負 債

計

差  引  当  期  利  益  金

損
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
益

貸
　
　
　
　
　
　
　
借

収
　
　
　
　
　
入

支
　
　
　
　
　
出

資
　
産

負
　
債

5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

負 担 金 ・ 掛 金

事 業 収 入

補 助 金 等 収 入

他 経 理 よ り 繰 入 金

利 息 及 び 配 当 金

連 合 会 交 付 金

前年度繰越支払準備金

そ の 他 の 収 入

計

給 付 金

事 業 費

役 職 員 給 与

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

高 齢 者 支 援 金 等

介 護 納 付 金

他 経 理 へ 繰 入 金

次年度繰越支払準備金

そ の 他 の 支 出

計

流 動 資 産

固 定 資 産

繰 延 資 産

計

流 動 負 債

固 定 負 債

計

差  引  当  期  利  益  金

剰　　　　余　　　　金

貸
　
　
　
　
　
　
　
借

資
　
産

負
　
債
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5,874

9

32

5,915

3,223

2,491

0

671

6,385

△ 470

8,329

475,805

484,134

206

254,536

254,742

229,392

291,130

4,116

0

452

295,698

171,582

14,200

1,891

20,000

23,347

231,020

64,678

1,013,647

0

484

1,014,131

7,178

34,403

41,581

972,550

202,686

20,000

3,135

134

225,955

141,391

69,107

56,447

266,945

△ 40,990

531,029

351,936

882,965

20,974

24,621

45,595

837,370

829,794

829,794

27,771

392,997

115,016

535,784

294,010

2,411,331

53,871,917

56,283,248

49,437,453

29,121

49,466,574

6,816,674

132,231

25,209

717

54,895

1,285

214,337

70,225

65,199

37,417

172,841

41,496

401,263

1,675

402,938

5,531

108,473

114,004

288,934

0

0

0

0

0

0

2,512

2,512

2,512

2,512

0

24,703

254,000

278,703

278,703

278,703

0

58,541

58,541

58,541

58,541

0

363

363

363

363

0

869,978

869,978

869,978

869,978

0

55,522

55,522

55,522

55,522

0

13,000,403

13,000,403

13,000,403

13,000,403

0

603,184

603,184

603,184

603,184

0

8,005,959

14,890

1,184

530,571

611,380

1,146

9,165,130

4,209,522

504,448

7

2,445,559

746,002

25,209

622,881

5,741

8,559,369

605,761

1,884,753

1,884,753

19,548

622,881

642,429

1,242,324

流 動 資 産

固 定 資 産

繰 延 資 産

計

流 動 負 債

固 定 負 債

計

剰　　　　余　　　　金

貸
　
　
　
　
　
　
　
借

資
　
産

負
　
債
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